
第１　職員と民間の給与の状況と本年の給与改定（報告）
１　本年の職員給与と民間給与の実態
(1)　職員給与
本委員会は、「令和７年職員給与実態調査」を実施し、一般職職員及び市町村立学校の府費負担教職員（臨時的任用職員、非常勤職員等を除く。以下「職員」という。）の本年４月分給与の支給状況等について全数調査を行った。
ア　平均給与（月例給）
調査時点（本年４月１日）において、民間給与と比較する行政職給料表適用職員（10,925人、平均年齢40.0歳）の平均給与月額は383,984円であり、昨年の勧告を踏まえて給料表の引上げ改定が行われたこと等により、昨年４月と比べ10,324円増加した。
（参考資料　１職員給与　第１表、第４表）
（注）　定年が段階的に引き上げられることに伴い、職員の給与に関する条例（昭和40年大阪府条例第35号）附則第22項により給料月額が決定される職員は、当分の間の措置として、民間企業における再雇用を含む60歳台前半の従業員の給与水準等を踏まえて給与水準が設定されていること等から、平均給与月額や人数、平均年齢は、同項により給料月額が決定される職員を除いて算出した。

イ　期末手当及び勤勉手当（特別給）
期末手当及び勤勉手当（以下「期末・勤勉手当」という。）は、６月と12月の２回に分けて支給され、各支給期の支給割合は、期末手当が1.25月分（特定管理職員は1.05月分）、考課査定分に相当する勤勉手当が1.05月分（特定管理職員は1.25月分）であり、年間平均支給月数は、4.60月分（定年前再任用短時間勤務職員等（暫定再任用職員を含む。以下同じ。）、指定職給料表適用職員、任期付研究員及び特定任期付職員を除く。）である。
（参考資料　１職員給与　第12表）

(2)　民間給与
ア　調査の概要
本委員会は、職員給与を民間給与と比較検討するため、人事院並びに都道府県、政令指定都市等の人事委員会と共同して、企業規模が50人以上かつ事業所規模が50人以上である府内の民間事業所4,753（母集団事業所）のうち、層化無作為抽出法によって抽出した672事業所を対象に「令和７年職種別民間給与実態調査」を実施し、民間事業所の協力のもと、491事業所の調査を完了した（完了率73.8％）。
この調査では、公務に類似すると認められる事務・技術関係22職種及び研究員、医師等54職種について、本年４月分の給与月額及び役職段階、学歴、年齢等を従業員単位で調査するとともに、各民間企業における給与改定の状況等を調査している。また、民間事業所における特別給の支給状況等を把握するため、昨年８月から本年７月までの支給実績についても調査している。
（参考資料　２民間給与）
（注）　調査完了率は、調査対象事業所のうち、企業規模又は事業所規模が調査対象外であることが判明した7事業所を除く665事業所に占める調査完了事業所の割合である。

イ　調査結果
(ｱ)　初任給
初任給は、新卒事務員・技術者の平均で、大学卒が239,679円、高校卒が204,200円であった。新規学卒者を採用した事業所のうち、初任給を増額した事業所の割合は、大学卒で74.1％（昨年70.0％）、高校卒で86.0％（同76.8％）、据え置いた事業所の割合は、大学卒で25.9％（同29.5％）、高校卒で14.0％（同21.4％）となっている（表１参照）。
【表１】学歴別初任給（事務・技術関係職種）
	項 目
学歴
	初任給（円）
	改定状況（％）

	
	
	増額
	据置き
	減額

	大　学　卒
	239,679
	74.1
	(70.0)
	25.9
	(29.5)
	0.0
	(0.5)

	高　校　卒
	204,200
	86.0
	(76.8)
	14.0
	(21.4)
	0.0
	(1.8)


（注）１　改定状況は新規学卒者の採用がある事業所を100とした割合である。
２　改定状況はそれぞれ端数処理をしているため、合計が100とならない場合もある。
３　括弧内は前年の数値である（以下表２及び表３において同じ）。

(ｲ)　給与改定等
一般の従業員（係員）について、ベースアップを実施した事業所の割合は73.0％（昨年63.4％）、ベースダウンを実施した事業所の割合は0.0％(同1.7％)となっている（表２参照）。
【表２】民間における給与改定の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
	項 目
役職段階
	ベースアップ
実施
	ベース改定
中止
	ベースダウン
実施
	ベース改定
慣行なし

	係　　　員
	73.0
	(63.4)
	1.6
	(1.9)
	0.0
	(1.7)
	25.5
	(33.0)


（注）１　ベース改定慣行の有無が不明及びベース改定の実施が未定の事業所を除く。
２　それぞれ端数処理をしているため、合計が100とならない場合もある。
また、一般の従業員（係員）について、定期昇給を実施した事業所の割合は88.1％（同90.1％）で、昨年に比べて昇給額を増額した事業所は36.2％(同38.6％)、減額した事業所は7.4％（同2.4％）、定期昇給を停止した事業所の割合は0.7％（同0.4％）となっている（表３参照）。
【表３】民間における定期昇給の実施状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
	項目

役職
段階
	定期昇給
制度あり
	
	定期昇給
制度なし

	
	
	定期昇給
実施
	
	
	
	定期昇給
停止
	

	
	
	
	増額
	減額
	変化なし
	
	

	係　員
	88.9
	88.1
	36.2
	7.4
	44.5
	0.7
	11.1

	
	（90.5）
	（90.1）
	（38.6）
	（2.4）
	（49.1）
	（0.4）
	（9.5）


（注）１　定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベース改定と定期昇給を分離することができない事業所を除く。
２　それぞれ端数処理をしているため、合計が100とならない又は構成比の合計が一致しない場合もある。
このように、９割程度の事業所が一般の従業員（係員）の定期昇給を実施していることに加え、初任給の引上げやベースアップを行った事業所の割合が昨年度に引き続き増加していることから、人材確保上の必要性等を踏まえた相応の賃金水準を確保しようとする動きが見られる。

２　職員給与と民間給与との比較
(1)　比較対象企業規模の見直し
人事院は、今日、行政課題が高度に複雑化・多様化する中で、国家公務員の業務の重要性・困難性が高まっていることや厳しい人材獲得競争を踏まえ、公務の職務・職責を重視し、官民給与の比較対象企業規模について、「50人以上」から「100人以上」に見直しを行った。あわせて、特別給の官民比較についても、月例給における比較対象企業規模との整合性を考慮し、企業規模100人以上の民間企業を比較対象とすることとされた。
また、人事院の見直しを受け、総務省から地方公共団体に対し、国と同様の見直しを行うこととするなど、公民比較における較差算定の取扱いについての通知※が発出されたところである。
本府においても、行政課題の複雑化・多様化や今日の厳しい人材獲得競争下において、有為な人材を確保するため職員採用における競争力を高める必要があることや総務省通知を踏まえ、人事院と同様に、月例給の比較対象企業規模を「100人以上」とし、特別給の公民比較についても、企業規模100人以上の民間企業に見直すこととする。
※　令和７年８月８日付け総行給第43号「人事委員会における公民比較の較差算定等に係る留意点について」

(2)　月例給
本委員会は、職員と民間従業員との給与比較を、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づいて行っており、職員にあっては行政職給料表の適用を受ける職員、民間にあってはこれに相当する事務・技術関係の職務に従事する従業員について、役職段階や年齢、学歴が同じ者同士の４月分給与をラスパイレス方式で比較し較差を算定している。
本年は、職員給与が383,969円、民間給与が396,605円となり、職員給与が民間給与を12,636円（3.29％）下回っていた（表４参照）。
【表４】職員給与と民間給与の較差
	民間給与
[Ａ]
	職員給与
[Ｂ]
	較差
[Ａ－Ｂ]

	396,605円
	383,969円
	12,636円(3.29％)

	きまって支給する給与
（時間外手当、通勤手当を除く）
	＜内訳＞
給料の月額（調整額含む）324,894円
管理職手当　　　　　　　　4,969円
扶養手当　　　　　　　　　6,623円
地域手当　　　　　　　　 39,752円
住居手当　　　　　　　　　7,619円
初任給調整手当　　　　　　　 68円
単身赴任手当（基礎額）　　 　44円
	


（注）１　民間給与の「きまって支給する給与」は、本年の職種別民間給与実態調査において名称によらず月ごとに支給される全ての給与をいう。
２　職員給与[Ｂ]383,969円は、「単身赴任手当」を交通距離に応じた加算額を除いた基礎
額で算定していることから、前記１(1)アの行政職給料表適用職員の平均給与月額383,984
円と比べて15円少ない額となっている。
３　前記(1)の比較対象企業規模の見直しを行わなかった場合の較差は、11,401円である。

(3)　特別給
本委員会は、民間における特別給の支給割合を算出し、これを職員の期末・勤勉手当の年間平均支給月数と比較したうえで、0.05月単位で改定の勧告を行ってきている。昨年８月から本年７月までの１年間において民間で支払われた特別給は、平均所定内給与月額の4.66月分※であり、これに相当する職員の期末・勤勉手当の年間平均支給月数が4.60月分であることから、民間の支給割合を0.06月分下回っていた。
※　前記(1)の見直しを行わなかった場合の民間で支払われた特別給は、4.61月分である。
（参考資料　１職員給与　第12表、２民間給与　第22表）

３　賃金構造基本統計調査の活用及び研究
本府では、大阪府職員基本条例（平成24年大阪府条例第86号）において、人事委員会は直近の賃金構造基本統計調査（以下「賃金センサス」という。）等を参考として活用するものとされている。これを踏まえ、本委員会では、直近３か年の賃金センサスの調査結果を用いて、役職段階や年齢等に応じた民間給与の状況を確認している。
本年の分析によれば、役職段階別の給与水準について、民間従業員（規模計）と府職員それぞれについて、所定内給与額の上位25％から下位25％までの範囲を比較したところ、係長級及び非役職については概ね均衡しているが、部長級及び課長級では府職員が民間より高い水準となっていた。
次に、年齢及び勤続年数に着目し、府職員及び民間従業員それぞれについて、その役職段階ごとに在職者が最も多い年齢・勤続年数を比較したところ、役職（部長級、課長級及び係長級）においては、民間従業員の方が府職員よりも年齢等が低い傾向が見られた。特に、課長級においては、年齢等に大きな差があることから、民間従業員の方が早期に管理職に昇任する傾向にあることが推察され、このことが前述の府職員の役職者の給与水準が民間より高くなっている要因であると考えられる。
なお、賃金センサスは、民間との給与比較において対象外としている通勤手当が含まれていることや役職段階の区分が異なること、また、前年分の月例給についての調査結果であり最新の賃金改定が反映されていないことなど、「職種別民間給与実態調査」に比べ精確性の観点で課題がある。
前述のように、大阪府職員基本条例においては、直近の賃金センサス等を参考として活用することとされていることから、本委員会としては、賃金センサス等の更なる活用方策について調査・研究を進める必要があると考える。
（参考資料　３賃金構造基本統計調査）

４　本府職員の給与を取り巻く情勢
(1)　賃金・雇用情勢
大阪府総務部統計課の「毎月勤労統計調査地方調査」による本年４月の府内民間事業所の所定内給与は、昨年４月に比べて3.6％増加しており、厚生労働省の調査による本年４月の大阪府における有効求人倍率は、昨年４月に比べて0.01ポイント上昇していた（表５参照）。
【表５】賃金・雇用に関する指標
	
	年度平均
	令和５年４月
	令和６年４月
	令和７年４月

	
	令和５年度
	令和６年度
	
	
	

	きまって支給する給与
	金額（千円）
	306.2
	318.5
	307.1
	318.5
	329.0

	
	前年比(％)
	0.6
	3.2
	0.0
	3.1
	3.2

	　
	うち
所定内給与
	金額（千円）
	283.5
	294.2
	284.3
	294.0
	305.0

	
	
	前年比(％)
	1.0
	3.0
	0.5
	2.9
	3.6

	有効求人倍率
	倍率（倍）
	1.27
	1.21
	1.32
	1.22
	1.23


（注）１　「きまって支給する給与」及び「うち所定内給与」は、毎月勤労統計調査（厚生労働省）
における事業所規模30人以上の調査産業計の数値であり、年度平均は暦年の平均値である。
２　「有効求人倍率」について、年度の数値は原数値、各年４月の数値は季節調整値である。

(2)　物価・生計費
総務省統計局が公表している本年４月の大阪市における消費者物価指数は、昨年４月に比べて3.8％上昇していた。また、本年４月の消費支出は、昨年４月に比べ15.4％の上昇となっていた。（表６参照）
本委員会が、総務省統計局の家計調査の結果をもとに人事院と同様の方法で算定した本年４月の大阪市における標準生計費は、２人世帯165,910円、３人世帯192,920円、４人世帯219,890円、５人世帯246,880円であり、昨年に比べていずれも上昇していた。
（参考資料　４生計費）
【表６】物価・家計に関する指標
	
	年度平均
	令和５年４月
	令和６年４月
	令和７年４月

	
	令和５年度
	令和６年度
	
	
	

	消費者物価指数
	前年比(％)
	2.9
	3.2
	3.9
	2.2
	3.8

	消費支出
（総務省統計局家計調査）
	金額（千円）
	300.5
	308.8
	381.1
	308.1
	355.4

	
	前年比(％)
	3.6
	2.8
	38.0
	△19.2
	15.4


（注）　「消費支出」は、勤労者世帯かつ農林漁家世帯を含む数値である。
(3)　国家公務員の給与等
ア　人事院勧告の概要
人事院は、本年８月７日、国会及び内閣に対し、一般職の国家公務員の給与について報告し、併せて民間給与との較差15,014円（3.62％）に基づく給与改定として俸給表の平均3.3％の引上げと、民間の支給状況を踏まえた特別給0.05月分の引上げ（期末手当及び勤勉手当に0.025月分ずつ均等に配分）について勧告を行った。勧告の概要は、参考資料「５　人事院勧告の概要」に示すとおりである。

イ　国家公務員との均衡
地方公務員法（昭和25年法律第261号）において、職員の給与は国及び他の地方公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与等を考慮して定めることとされている（均衡の原則）。令和６年４月１日現在の府域における国家公務員の給与水準との関係で見ると、本府職員の給与水準は、本給を比較対象としたラスパイレス指数では国家公務員の水準を上回るが、地域手当を含めた補正後のラスパイレス指数では、国家公務員の水準を下回っている状況にある。

【表７】職員と国家公務員との給与水準の比較
	項　　　　　目
	令和５年４月
	令和６年４月

	ラスパイレス指数
	100.8
	100.4

	地域手当補正後
ラスパイレス指数
	99.3
	98.6


（注）１　上記指数は、国の行政職俸給表(一)適用職員の俸給の月額と本府の行政職給料表適用職員
の給料の月額を、学歴、経験年数別のラスパイレス方式により国を100として比較したもの
である。
２　地域手当補正後ラスパイレス指数は、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方
公務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したものである。
また、本年の人事院勧告では、民間における初任給の動向や、公務において人材確保が喫緊の課題であること等を踏まえ、行政職俸給表（一）適用職員について所要の改定をすることとされており、この改定が実施された場合、大阪市域に在勤する国家公務員について、一般職試験（大卒程度）に係る初任給（俸給及び地域手当）は269,120円、一般職試験（高卒者）に係る初任給は232,348円になると見込まれる（表８参照）。
【表８】職員と国家公務員との初任給の比較
	
	大卒
	高卒

	
	給料月額
（俸給月額）
	地域手当
支給割合
	初任給
	給料月額
（俸給月額）
	地域手当
支給割合
	初任給

	府
（現行）
	227,100円
	11.8％
	253,897円
	192,900円
	11.8％
	215,662円

	国
（現行）
	220,000円
	16.0％
	255,200円
	188,000円
	16.0％
	218,080円

	国
（改定後）
	232,000円
	16.0％
	269,120円
	200,300円
	16.0％
	232,348円


（注）　１　国の地域手当支給割合は、大阪市域に在勤する国家公務員の支給割合である。
２　現行の給料月額、俸給月額及び地域手当支給割合は、本年４月１日時点（改定前）のものである。

５　本年の給与改定等
職員の給与の決定条件に関する調査等の結果は以上のとおりであり、職員給与と民間給与との較差、物価・生計費及び人事院勧告の内容等を総合的に勘案した結果、下記のとおり改定することが適当であると判断した。
(1)　月例給
前記２(2)のとおり、本年４月時点の職員給与が民間給与を12,636円（3.29％）下回っていることから、民間給与との均衡を図るため、月例給の引上げ改定を行う必要がある。この改定は、本年４月時点の比較に基づいて職員給与と民間給与を均衡させるためのものであることから、同月に遡及して実施する必要がある。
月例給の改定にあたっては、国が令和７年４月に行った地域手当の見直しを踏まえ、地域手当の支給割合を引き上げる。あわせて、近年の物価高騰の状況等を踏まえ、全職員を対象とし、人材確保の観点から初任給及び若年層に重点を置いて、基本給である給料を引き上げることとする。
ア　行政職給料表
民間との給与比較を行っている行政職給料表について、平均2.54％の引上げ改定を行う。
(ｱ)　初任給
本府における一般行政職採用試験の状況を見ると、受験者の多くが国家公務員などを併願している状況にあることや、地方公務員の競争試験における受験者総数が減少傾向にあることから、初任給の引上げにあたっては、国家公務員など公務間の人材獲得競争の観点を踏まえる必要がある。
このような状況や、前記１(2)イで示す民間の初任給の動向及び前記４(3)イで示す国家公務員の初任給に係る改定内容等を踏まえ、本年の人事院勧告による改定後の大阪市域に在勤する国家公務員一般職の初任給を目安として、行政職給料表の初任給に係る号給の給料月額について、大学卒程度を11,000円、高校卒程度を11,200円、それぞれ引き上げることとする（表９参照）。
【表９】職員と国家公務員との改定後の初任給の比較
	
	大卒
	高卒

	
	給料月額
（俸給月額）
	地域手当
支給割合
	初任給
	給料月額
（俸給月額）
	地域手当
支給割合
	初任給

	府
（現行）
	227,100円
	11.8％
	253,897円
	192,900円
	11.8％
	215,662円

	府
（改定後）
	238,100円
	12.8％
	268,576円
	204,100円
	12.8％
	230,224円

	国
（改定後）
	232,000円
	16.0％
	269,120円
	200,300円
	16.0％
	232,348円


（注）１　国の地域手当支給割合は、大阪市域に在勤する国家公務員の支給割合である。
２　現行の給料月額及び地域手当支給割合は、本年４月１日時点（改定前）のものである。
３　府の改定後の地域手当は、後記(3)イのとおり引き上げた場合の支給割合である。

(ｲ)　初任給以外
本府の行政職給料表の現状や国家公務員の改定状況等を踏まえ、おおよそ30歳台半ばまでの職員が在職する号給においては、11,200円から8,600円まで、30歳台後半から40歳台半ばにおいては、8,500円から6,600円まで、それぞれ改定額を逓減させながら引き上げることとし、40歳台後半以降については、一律6,500円引き上げることとする。

イ　行政職給料表以外の給料表
行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に所要の引上げ改定を行う。併せて、医療職給料表(一)及び教育職給料表については、以下のとおり改定を行うこととする。
(ｱ)　医療職給料表(一)
医療職給料表(一)については、これまで行政職給料表の改定に応じて、同表との均衡を図ることを基本に給料月額の改定を行ってきた。
本年の給与改定においては、民間との給与較差を解消するため給料月額の引上げ改定と併せて、後記(3)イのとおり地域手当を引き上げることとしているが、医療職給料表(一)の適用を受ける職員は、国の取扱いに準拠して、在勤する地域に関わらず、特例措置※として地域手当の支給割合が16％と定められているため、他の給料表とは異なり、地域手当支給割合の引上げの効果は及ばない。
このため、医師の処遇を確保する観点も踏まえ、医療職給料表(一)の適用を受ける職員の給与改定については、地域手当の引上げではなく、給料表の改定により実施することとする。
※　職員の給与に関する条例第13条の３　医療職給料表(一)の適用を受ける職員には、当分の間、前条の規定にかかわらず、給料、管理職手当及び扶養手当の月額の合計額に100分の16を乗じて得た月額の地域手当を支給する。

(ｲ)　教育職給料表
教育職給料表については、全国人事委員会連合会が策定した教員給与に関する参考モデル給料表※を参考にして、次の改定を行う。
1. 　早期昇格者の処遇改善を目的に、主幹教諭等の職務の級である特２級の初号の給料月額を引き上げる改定を行うこととする。
②　教育職員の処遇改善等を図るため、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給与等に関する特別措置法（昭和46年法律第77号。以下「給特法」という。）が改正され、教職調整額の基準となる額について、現行の給料月額の100分の４に相当する額から100分の10に相当する額まで、令和８年１月から令和13年１月にかけて毎年100分の１ずつ段階的に引き上げられることとなった。これに従って職員の給与に関する条例の改正が行われた場合、管理職員には教職調整額が支給されないため、教職調整額が支給される管理職以外の職員との処遇の均衡を図る観点から、職務の級が３級である職員については給料表の備考において定める給料月額に加算する額を引き上げ、職務の級が４級である職員については新たに加算する額を設ける。なお、これらの加算する額については、教職調整額の見直しに合わせて段階的に引き上げることとする。
※　教員給与に関する参考モデル給料表は、国家公務員の俸給表との均衡を図り作成されているもので、全国の人事委員会において教育職給料表の改定の際に参考とされているものである。令和７年度の当該給料表には、令和６年度の給与制度のアップデートによる初号付近の号給カットと教職調整額引上げに対応する管理職員への加算の措置が反映されている。

(2)　特別給
ア　支給月数の改定
前記２(3)のとおり、職員の期末・勤勉手当の年間平均支給月数が、民間の特別給の支給割合を0.06月分下回っていることから、民間の支給割合との均衡を図るため、現在、年間平均支給月数が4.60月分となっている職員の期末・勤勉手当を0.05月分引き上げ、年間4.65月分とする。
引上げ分の配分にあたっては、民間の特別給の支給状況や人事院勧告の取扱いを踏まえ、期末手当及び勤勉手当に均等に配分することとし、それぞれの支給月数が６月期及び12月期で均等になるように定めることとする。
また、定年前再任用短時間勤務職員等、指定職給料表適用職員及び特定任期付職員の期末手当及び勤勉手当並びに任期付研究員の期末手当についても、各々支給月数を引き上げることとする。

イ　研究休職に係る在職期間等の取扱いの見直し
国においては、職務と関連があると認められる学術に関する事項の調査・研究等に従事するための休職制度（研究休職）があるが、この研究休職がより一層活用されるよう、人事院勧告において、研究休職から復職した職員について、法人の種類にかかわらず、職務に密接な関連があり、公務の能率的な運営に特に資する研究に従事していた期間を期末手当の在職期間及び勤勉手当の勤務期間（以下「在職期間等」という。）に通算することとされた。
本府においても、同様に、職員の分限に関する条例（昭和26年大阪府条例第41号）の規定により、職務に関連があると認められる学術に関する事項の調査、研究等に従事する場合に休職することができるとしている。当該休職時における在職期間等の取扱いについては、これまで国に準拠してきたことを踏まえ、人事院勧告と同様、令和８年４月から所要の改定を行うこととする。

(3)　諸手当
ア　初任給調整手当
人事院勧告では、医師及び歯科医師に対する初任給調整手当について、医療職俸給表（一）の改定状況を勘案し、所要の改定を行い、本年４月に遡及して実施することとされている。
本府においても、これまで国の改定に準じることを基本としてきた経過を踏まえ、人事院勧告と同様に所要の改定を行うこととする。

イ　地域手当
本府においては、府域の生活圏や経済圏としての連続性・一体性が見られることや、人事異動の実態を踏まえ、これまで府域全体を一律11.8％の適用としてきたところである。また、府域外の支給割合については、国又は地方公共団体の職員に支給される地域手当の支給割合を考慮して16％を超えない範囲内で定めることとしている。
令和７年度以降の地域手当の取扱いについては、国における給与制度のアップデートの一環として、級地区分を設定する地域の単位について都道府県を基本とすることとし、都道府県庁所在地及び人口20万人以上の市のうち民間賃金水準が高い地域は個別に設定する見直しが行われた。これによる本府域内の新たな支給割合は、大阪市及び吹田市を16％、両市を除く府内市町村を12％とし、令和10年までに段階的に見直しを行うこととされた。
この制度見直しにより指定された府内の支給地域及び級地区分、また、これまでの取扱いを踏まえ、令和７年度以降の府内の地域手当は、大阪府の区域に在勤する職員に適用する支給割合について、従前の算出方法と同様に、本府職員に国家公務員に適用される新たな支給割合をあてはめて加重平均した支給割合とする。これに従い、令和７年度においては、令和６年人事院勧告で示された「令和７年度の地域手当の級地別支給割合」をもとに支給割合を算出し、1.0ポイント引き上げた12.8％とする。
また、府域外に勤務する職員の地域手当の支給割合について、最も支給割合の高い級地区分である１級地における東京都特別区内に在勤する職員の地域手当の支給割合は、国家公務員の場合は20％とされているところ、本府職員は、消費者物価の地域差や他の地方公共団体における取扱いの状況等を考慮し、令和元年度以降は16％としていた。
府域外の地域手当については、今般の制度見直しを踏まえ、地域の民間給与の適切な反映という地域手当の趣旨に、より沿ったものとするため見直しを行うこととし、府域外における支給割合の上限について、現行の16％を、令和７年度から18％に、令和８年度からは20％に引き上げることとする。これに伴い、現行制度上、特例措置として、地域手当の支給割合が16％とされている医療職給料表（一）の適用を受ける職員にも、16％以上の支給割合が適用できるよう所要の改正を行うこととする。

ウ　通勤手当
(ｱ)　交通の用具使用者に対する通勤手当
人事院勧告においては、民間の長距離通勤者に対する支給額が公務の手当額を上回っている状況を踏まえ、自動車等により通勤することが必要な職員の負担に配慮して、新たな距離区分を創設することとされた。
具体的には、令和８年４月から上限を「100㎞以上」とし、「60㎞以上」の部分について５㎞刻みで新たな距離区分を設けること、また、現行の「10㎞以上15㎞未満」から「60㎞以上」までの距離区分についても、民間の支給状況等を踏まえ、引上げ改定を行うこととされた。
加えて、公務では、自動車等使用者が、通勤の際に自らの負担により外部の駐車場を利用している状況が見られること、民間では、従業員の自己負担を軽減するため、その利用料に対して一定割合の事業所が通勤手当を支給していることから、１か月当たり5,000円を上限とする駐車場等の利用に対する通勤手当を新設することとされた。
本府においても、交通の用具使用者に対する通勤手当については国に準拠してきたこと、また、民間の長距離通勤者に対する支給額が公務を上回っていることや民間の駐車場利用料に対する通勤手当の支給状況を踏まえ、人事院勧告と同様、交通の用具を使用する長距離通勤者に対する支給額の引上げや駐車場等の利用に対する通勤手当の新設など、所要の改定を行うこととする。
（参考資料　１職員給与　第13表 第14表、２民間給与　第24表）

(ｲ)　月の途中に採用された職員等の通勤手当
通勤手当は、月の初日に支給要件を満たしているとき以外は、翌月から手当が支給されるため、月の途中で採用される職員等は、最初の月の通勤に要する費用を自ら負担することとなっている。
人事院勧告では、近年、人材確保の困難性が高まる中で、月の途中から民間人材等が採用される事例も生じてきていることを背景に、通勤手当の支給方法をより柔軟なものとするため、月の途中で採用された職員等に対し、採用日等から通勤手当を支給できるよう、通勤手当の支給等に係る規定に関し、所要の措置を講じることとされた。
本府においても、国と同様の状況にあることから、所要の改定を行うこととし、令和８年10月から実施することとする。

エ　宿日直手当
宿直勤務又は日直勤務１回における宿日直手当の最低額について、労働基準監督機関の許可基準は、宿直又は日直の勤務につくことの予定されている同種の労働者に対して支払われている一人一日平均賃金の３分の１を下らないこととされている。
本府においては、従前と同様、上記考え方を基に、宿日直勤務対象職員の給与について、所要の改定を行うこととする。

オ　職員の月例給与水準を適切に確保するための手当
人事院勧告では、人材獲得競争が激しくなる中、最低賃金の上昇が続いている状況を踏まえ、月例給与水準が地域別最低賃金に相当する額を下回る場合に、その差額を補填し、職員の月例給与水準を適切に確保するための手当を措置することとされた。
地方公共団体においては、支給することができる手当の種類は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第204条第２項において限定列挙されている。
本府においても、今後、月例給与水準が地域別最低賃金に相当する額を下回る場合において、国と同様の措置を図る必要があることから、当該手当の導入に係る同法改正の動向を注視していくこととする。

以下【余白】
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